
地球温暖化対策実行計画（事務事業編）の実施状況等について 

 

 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき「指宿広域市町村圏組合地球温暖化対策実行計画

【事務事業編】（令和２年度から令和 12年度）」（以下，本計画）に係る令和６年度の本組合の事務事

業における温室効果ガスの排出量等について，次のとおり公表します。 

 

１ 令和６年度の点検・評価結果の総括 

 

令和６年度における本組合事務・事業に係る「温室効果ガス総排出量」は，集計の結果， 

7,098t‐CO₂となり，基準年度である平成 30年度の排出量 9,677t‐CO₂と比較して，2,579t‐CO₂ 

の削減となりました。これには，特にごみ処理施設において搬入廃棄物の減少及び再資源化の推 

進により廃プラスチック類の焼却処理量の減量化が影響しています。 

 今後は，これまでの取組を確実に推進するとともに，ごみ処理施設での管理運営においては， 

更なるごみ分別の普及や啓発活動に努め，温室効果ガスの排出量の削減に努めてまいります。 

 

２ 「温室効果ガス総排出量」及び増減要因 

（１）本組合における令和６年度の「温室効果ガス総排出量」 

   本組合事務・事業の「温室効果ガス総排出量」概況を表１に示します。 

 

表‐１ 本組合の「温室効果ガス総排出量」概況 

（単位：t-CO2） 

 

 ※１：「温室効果ガス総排出量」とは，異なる種類の温室効果ガスの排出量を，それぞれが地球温暖化をもたらす強さの程度に応

じて二酸化炭素の量に換算して合計した量です。「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年法律第 117 号）第２条

第５項で定義されており，その算定方法は地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成 11 年政令第 143号）で定めら

れています。 

 ※２：エネルギー（燃料並びに電気及び熱）の使用に伴い排出される二酸化炭素の呼び方です。 

※３：エネルギー起源二酸化炭素以外に排出される二酸化炭素です。ごみに含まれる廃プラスチック類の焼却に伴い排出されま

す。 

（注）HFC については，公用車のクーラー利用に係るものとして計上が漏れていたため，令和 5 年度に基準年度から目標年度ま

で反映しています。 

 

 

 

平成30年度

増減 削減率

温室効果ガス総排出量※１ 9,677 7,098 -2,579 -26.7% 7,161 -26.0%

エネルギー起源二酸化炭素※2 2,837 1,406 -1,431 -50.4% 1,702 -40.0%

燃料の使用 323 179 -144 -44.6% 194 -40.0%

電気の使用 2,514 1,227 -1,287 -51.2% 1,508 -40.0%

熱の使用 0 0 0 0.0% 0 0.0%

6,423 5,119 -1,304 -20.3% 5,017 -21.9%

63 25 -38 -60.3% 38 -40.0%

250 444 194 77.6% 150 -40.0%

104 104 0 - 104 0.0%

　　　　　　　　　　　　　　年度

　温室効果ガス 【基準年度】 【実績値】
基準年度との比較

【目標排出量】【目標削減率】

令和６年度 令和12年度
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メタン
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（２）令和６年度の主要な事業ごとの温室効果ガスの排出量 

   本組合における主要な事業ごとの温室効果ガス排出状況を表-２に示します。 

 

表‐２ 事業ごとの温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算） 

（単位：t-CO2） 

 

※１：端数処理により合計が異なる場合があります。 

※２：合計欄は，「温室効果ガス総排出量」の合計を示します。 

※３：「増減」，「削減率」，「目標削減率」では無印が増加，-が減少を示します。 

 

 

 

 

 

 

平成30年度

増減 削減率

温室効果ガス排出量 8,244 6,296 -1,948 -23.6% 6,281 23.8%

エネルギー起源二酸化炭素 1,500 822 -678 -45.2% 1,050 30.0%

6,423 5,119 -1,304 -20.3% 5,017 21.9%

29 11 -18 -62.1% 18 37.9%

240 292 52 21.7% 144 40.0%

52 52 0 0.0% 52 0.0%

14,952 13,710 -1,242 -8.3% 12,156 18.7%

温室効果ガス排出量 1,306 642 -664 -50.8% 794 39.2%

エネルギー起源二酸化炭素 1,236 551 -685 -55.4% 742 40.0%

0 0 0 0.0% 0 0.0%

34 10 -24 -70.6% 20 41.2%

10 55 45 450.0% 6 40.0%

26 26 0 0.0% 26 0.0%

36,496 35,057 -1,439 -3.9% 32,847 10.0%

温室効果ガス排出量 112 52 -60 -53.6% 72 35.7%

エネルギー起源二酸化炭素 99 31 -68 -68.7% 59 40.4%

0 0 0 0.0% 0 0.0%

0 1 1 0.0% 0 0.0%

0 7 7 0.0% 0 0.0%

13 13 0 0.0% 13 0.0%

温室効果ガス排出量 15 108 93 620.0% 14 6.7%

エネルギー起源二酸化炭素 2 1 -1 -50.0% 1 50.0%

0 0 0 0.0% 0 0.0%

0 4 4 0.0% 0 0.0%

0 90 90 0.0% 0 0.0%

13 13 0 0.0% 13 0.0%

9,677 7,098 -2,579 -26.7% 7,161 26.0%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
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（３）措置・取組の状況 

   取組項目ごとの実施状況は以下のとおりです。 

 

表‐３ 全事業に係る取組の実施状況 

取組項目 令和６年度実施状況 

ごみ処理施設搬入ごみ量

の削減及び資源化促進 

・搬入されたプラスチック類や化学繊維ごみの分別を徹底し

資源化促進に努めた。 

・関係市の広報紙に資源物の分別方法等を掲載し，広く住民

に周知した。 

施設設備等の運用改善 

・設備機械の起動時間をずらし，ピーク電力を分散した。 

・不要な個所の電灯は間引き点灯し，こまめな消灯を心がけ

た。 

施設設備等の更新 照明の一部について LED蛍光灯を採用した。 

グリーン購入・グリーン

契約等の推進 

両面コピー，両面印刷を徹底し用紙削減に努めた。 

再生可能エネルギー 

ごみ処理施設に設置している太陽光発電システムを継続して

稼働し，年間 11,735kWh（１日平均 32.2 kWh）の発電電力量を

得ることで，他からの電力供給の削減に努めた。 

 

（４）「温室効果ガス排出量」の増減要因 

  １）排出量増加の主な要因 

   令和６年度においては，基準年度に対しごみ処理施設及びし尿処理施設において一酸化二窒 

素が増加しているが，主な要因は，地球温暖化係数の見直しによるものとなっている。 

  ２）排出量減少の主な要因 

・ 関係市でのリサイクル運動の実施等によるごみの焼却量及び廃プラスチック類 

排出量の減少（ごみ処理施設） 

・ 運転管理の見直しにより，車両及び重機に係る燃料使用量の削減（主にし尿処理施設） 

 

３ 今後の措置・取組への反映 

・ 関係市では，ごみ減量の一環として，食品ロス削減やリサイクル運動などの施策が順調に推

進できていることから，関係市を通じて一層のごみ搬出抑制，再生ごみ分別の普及・啓発活動

の促進に努める。 

・ 関係市において今年度中にプラスチック製品の資源ごみ回収が開始されたことから，今後プ

ラスチック類の焼却処理量の削減が期待される。 

・ 施設設備機器の更新の際は，高効率な設備機器の導入を進める。 

・ 新エネルギー・再生エネルギーの活用，導入を進める。 

 

 

 



≪参考１≫ 温室効果ガス総排出量の年度推移 

 

 

≪参考２≫ 事務・事業別の温室効果ガス排出量の年度推移 

 

 

≪参考３≫ エネルギー種別の温室効果ガス排出量の年度推移 

 


